
■高齢化の進行
・ഠ齢人ઠ 28.2％（Ｈ21全国3位）

■要介護（要支援）認定者数の増加
・Ｈ21 40,022人⇒ Ｈ26ৄ੢45,791人

■第4期（Ｈ21～Ｈ23）介護保険料
・ 4.388円（全国15位 全国4,160円）

■中山間地域での介護サービス
・র৛間地域の঳৖でम、介護サービスの઀୹がਂેী

■介護予防と生きがいづくりの推進
・介護੒ଆの൤఺ཟ৅とؚકড়が਌体とऩढた介護੒ଆのலੌाづくり
・スポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくり
・ねんりんピック高知大会開催を契機とした生きがいづくり

■地域ケア体制の整備
・地域で要介護者等を支えるケア体制の整備

■県ড়みんながঽら進んで௏೨
づくり、生きがいづくりに取り
組みます

おじいちゃんも
おばあちゃんも
大好き

いつまでもお
互い元気でい
ようね。

100歳まで
頑張ろう！

理想とする地域ケアとは理想とする地域ケアとは理想とする地域ケアとは理想とする地域ケアとは

介護や医療が必要な状態になっても、高齢者が個人としての尊厳を保ち、生き
がいを持って地域の中でその人らしい暮らしができるようにサポートすること

■ 24時間・365日住み慣れた地
域で安心して暮らせます

■いつまでも元気で暮らすために

■たとえ介護が必要になっても安心して暮らすために

・র৛間地域の঳৖でम、介護サービスの઀୹がਂેী

■特別養護老人ホームの入所待機者
・H21ফ11月末で、2,637人（अठ૔୧472人）

■介護人材の確保
・県内થ஍੷人೅૨（H22ফڴ月）

全 産 業 ：0.54
福祉関係：1.33    介護関係：1.08

■認知症高齢者の増加
・Ｈ20推計22,500人⇒Ｈ27ৄ੢27,100人

・地域で要介護者等を支えるケア体制の整備
・地域包括支援センターの機能強化
・緊急用ショートステイ体制づくりの推進
・中山間地域介護サービス確保対策

■介護サービスの充実・確保
・介護サービスの基盤整備
・スプリンクラー等防火安全設備の整備

■福祉・介護人材の確保対策
・介護福祉士等の資格取得の支援拡充
・介護のலহषの৶ੰを஥ीるたीの൤఺ཟ৅
・処遇改善等による介護人材の安定的な確保

■地域における認知症の人と家族への支援
・੫業、਒ষृૹ૲等の্にৌする認知症サএーॱーുਛ൥ౠの৫ಈ
・認知症にৌするਫしい知௙ृৌૢ্১にणいてのཟ৅
・高齢者虐待の防止
・認知症ႈ೩ୢ௜センターのਝ઼

■૔୧でも઱設でも૾ଙにૢग
た質の高いサービスが受けられ
ます

■認知症になってもみんなに支
えられ、それまでと変わらない
生活ができます

高知のお年寄
りって、みんな
輝いてるよね。

高知でずっと住ん
できて本当によ
かったよ。

域で安心して暮らせます

■県内どこでも必要な介護サー
ビスが受けられます

当然ですよ。
どこでも来ますよ。

遠くまで来てく
れてありがとう。

みんなが見守っ
ているから大丈
夫だよ。
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課介護保険対策の推進
ع卫ড়勢体の介護予防のしくみづくりع

【【住ড়主体の介護予防のखऎみतऎり住ড়主体の介護予防のखऎみतऎり】】2,5002,500千円千円→→3,6233,623千円千円
●介護予防市町村匣ର事業厔ଓஃস 2,000千円

H23ফ২予৒ 200千円×10市町村

●「地域リーダー」の養成 1,101千円
福祉保健所ごとに卫ড়対଴の「介護予防講座」を開催し、
地域リーダーを養成する

●介護予防推進連絡会議（仮称）の開催 522千円
福祉保健所ごとに「介護予防推進連絡会議」を開催し、県・市町村が
連携してしくみづくりに向けて取り組む

【【介護予防に関する普及・啓発事業介護予防に関する普及・啓発事業】】９５３千円９５３千円→→10,00010,000千円千円
●介護予防手帳の活用 1,000千円

平成23ফ২の取り組み
○独自の介護予防プログラムの開発

・介護予防事業の効果検証
⇒運動に加えて口腔機能向上も併せて実施した方
が「体ৡがついた」「୫事がउいしくなढた」
等、生活の改善がみられた

・効果的な介護予防プログラムの開発
○卫ড়勢体の介護予防のしくみづくり

・地域リーダー育成 ：２市町
（अठଓஃস活用 １市）

・育成に向けて関係機関等と検討中 ：８町村
※すでに体操サポーターなどの人材がいる

：８市町
[課題]

・市町村では、保健ప等がള数の業勲をষ
ষढてउり、体勧が弱く、人材育成やし
くみづくりなど、広域での取組みが必要

○独自の介護予防プログラムの開発
・介護予防事業の効果検証

⇒運動に加えて口腔機能向上も併せて実施した方
が「体ৡがついた」「୫事がउいしくなढた」
等、生活の改善がみられた

・効果的な介護予防プログラムの開発
○卫ড়勢体の介護予防のしくみづくり

・地域リーダー育成 ：２市町
（अठଓஃস活用 １市）

・育成に向けて関係機関等と検討中 ：８町村
※すでに体操サポーターなどの人材がいる

：８市町
[課題]

・市町村では、保健ప等がള数の業勲をষ
ষढてउり、体勧が弱く、人材育成やし
くみづくりなど、広域での取組みが必要

平成ڮڮফ২の取り組み現 状
【予算額】H22当初 8,423千円 →  H23当初案 15,502千円

拡拡拡拡

５５５５

拡拡拡拡

○介護予防の取組方針を明確にしている
市町村が厮なく、取組が勘十分

・虚弱な高齢者の把握が十分でない
・介護予防の効果が勘明確
・具体的なプログラムの提示がない
・身体機能向上の取組が中心で、栄養改善、

口腔機能向上は十分取り組まれていない

○県ড়の健康叔ଙとႈ୰の勶叔をऴまえ、
健康づくりや介護予防の必要性につい
て県ড়の৶卆と普及啓発が必要

いつまでも
元気いきいき！

H22 H23 H24 H25

卫ড়勢体の介護予防の
しくみづくり

普及啓発
介護予防手帳の活用

普及啓発
広報番組による啓発

●介護予防手帳の活用 1,000千円
平成22ফ২作成の「介護予防手帳」を匲ླྀし、ড়生卑৩及लഠ人
クラブ等の活動の場で普及していく

●介護予防普及啓発卑౏厄 9,000千円
事୻ງ介等をৢगて予防の効果やプログラムをଳಁ的にງ介
（ＴＶ：５分番組×週１回×３月 新聞 ３回）

くみづくりなど、広域での取組みが必要
○介護予防の普及・啓発

・介護予防手帳の作成・配布
→県ড়ँऑての介護予防と健康づくり

の機運の醸成が必要

くみづくりなど、広域での取組みが必要
○介護予防の普及・啓発

・介護予防手帳の作成・配布
→県ড়ँऑての介護予防と健康づくり

の機運の醸成が必要

今後の取り組み今後の取り組み

・効果検証
・プログラム開発
・効果検証
・プログラム開発

地域で卫ড়が勢体となढた継続的な取り組み
しくみづくりしくみづくり
（10市町村） 継続的な取り組み

ড়生卑৩・ഠ人クラブ等の場での活用

積極的な普及・啓発活動へ

普普
及
・
啓
発

住
民
主
体
の

し
く
み
づ
く
り

ＴＶ・新聞での広報
ড়生卑৩・ഠ人クラブ等の活動の場の活用

推進連絡会議の
開催

地域課題・資源の地域課題・資源の
ତ৶

第5期介護保険事業計画との連携

地域リーダーの育成

住住
ড়ড়
主主
体体
のの
介介
護護
予予
防防
のの
推推
進進

５５５５

介護予防講座の開催

博यまでのଈಝ厾が全国を上回る৻０ڲ・
・ফ齢が高くなるにつて平಑౟୵がಇलる
・１００歳以上高齢者数は全国３位

ＴＶ等での広報

介護予防手帳の
作成

しくみづくり
（10市町村）
しくみづくり
（10市町村）

継続的な取継続的な取
り組み

しくみづくり
２市町村

しくみづくり
２市町村

すでに体操サポーターなどの
人材がいる市町村

地域で卫ড়が勢体となढた
しくみづくり

地域で卫ড়が勢体となढた
しくみづくり

・「地域リーダー」の養成
・推進連絡会議の開催

継続的な取継続的な取
り組み
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঩ম঳の健康শํ਩づくり 高齢者福祉課スポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくり
ねんりんピック高知大会開催を契機とした生きがいづくり

【【高齢者生きがい対策費高齢者生きがい対策費】】39,40539,405千円千円→→37,66537,665千円千円
●高知県঺会厹ක匞議会がষअ健康と生きがいづくり事業への支援
・ऒअठシニアスポーツ卦及大会の種目増
・地域活動団体の指導者のねんりんピックへの派遣
・オールドパワー文化展の開催 等

【【ഠযクছঈણ৿୘成事業費ഠযクছঈણ৿୘成事業費】】50,53450,534千円千円→→59,84559,845千円千円
●ഠ人クラঈがষअ঺会参加活動への支援
・ねんりんピック実施種目の普及
・健康づくり、介護予防事業・健康づくり、介護予防事業
・地域でのৄஹり、௰勬、支इ合い事業・地域でのৄஹり、௰勬、支इ合い事業

【【全国健康福祉祭開催準備事業費全国健康福祉祭開催準備事業費】】3,0763,076千円千円→→46,53746,537千円千円
●県実ষ委員会を勳置し、H25ফ10月開催に向けた厜厵をষअ
・県ড়に対घる広報活動
・式典及び宿泊輸送の基本計画策定

平成23ফ২の取り組み課 題現 状
【予算額】H22当初 93,015千円 →  H23当初案 144,047千円

生きがいづくり
●高齢者の約8割は要介護(支援)認定を
受けていない元気な高齢者である。

●団塊の世代は多様な価値観を持つ高
齢者であるため、柔軟な発想で生き
がいづくりを支援していく必要があ
る。

●高齢者の生活環境の多様化により、
ഠ人クラঈへの加ো厾の଩ৣ傾向が
進んでいる。

ねんりんピック高知大会
●平成25ফ10月26日29ع日 開催
●19市町村26種目実施予定

ع生きがいづくりع
・新たに事業の対象者となった団塊世代
の高齢者のニー६に対厸घるためのৄ
直しができていない。

・事業の参加者が高知市内、近郊に偏る
傾向にある。

・事業のマンネリ化
・参加者の固定化、高齢化

عねんりんピック高知大会ع
・実施種目参加人口の拡大
・競技審判員･補助員の確保･養成
・঺会厹ක匞議会、ഠ人ｸﾗﾌﾞとの৴௚勮化
・ボランティアの確保
・県ড়総参加の勚り匢ा

５５５５

新新新新

拡拡拡拡

・県ড়に対घる広報活動
・式典及び宿泊輸送の基本計画策定
・市町村・競技団体・ഠ人クラঈの厜厵に対घる補助স

●19市町村26種目実施予定 ・県ড়総参加の勚り匢ा

H23 H24 H25 H26～

生きがいづくり

県実ষ委員会

広報

ボランティア

総合開・閉会式

宿泊・輸送
市町村・
競技団体

ね
ん
り
ん
ピ
ッ
ク

今後の取り組み今後の取り組み

ね
ん
り
ん
ピ
ッ
ク
よ
さ
こ
い
高
知
２
０
１
３

募集・研修

勳য়

配置計画、募集方法の検討

基本計画 ﾘﾊｰｻﾙ

基本計画

式典音楽・集団演技の内容検討、練習

現地調査、全国来県調査 参加
申込
受付

配宿･輸送計画策定

競技実施
要綱策定

実ষ委員会
勳য় 開催要୩リハ大会

実施
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成

基本方針 ﾎﾟｽﾀｰ・ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ・看板・節目ｲﾍﾞﾝﾄ

基本方針

基本方針

総会、常任委員会、各専門委員会による審議 解散

登録ボラ活動

運営役員・補助員編成
実ষ委
解散

シニアスポーツ大
会の種目増 選手･競技役員･ﾎﾞﾗﾝ

ﾃｨｱとして参加競技人口の増→競技ৡの向঱、競技役員等の確保
選手･指導者･ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱと

して地域で活動

基本方針

ねんりん実施種目やニュースポーツの普及

スポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくスポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくスポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくスポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくりのりのりのりの推進推進推進推進
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課地域ケア体制の整備
【予算額】H22当初 419,620千円 →  H23当初案 247,444千円

高齢者がୢ௜ृ介護を必要な状態になっても、參能な଒り住みຯれたঽ୧ृ
住まいで、個人として尊厳を保ち、生きがいをもってその人らしい生活ができ
るように支える体制を整備する。

地域ケア体制の整備

■介護保険施設等の匏用者が多い
●要介護2以上の認定者千人当たり定員数
（平成20ফ介護サービス・事業所৹匀 ほか）

■৸国トॵプॡラスの高齢化厾。しかし匝൦介護ৡ
は脆弱

平成17年 高知県 順位 全国
65歳以上親族のいる世帯 42.2 16 35.1
高齢者夫婦世帯 11.6 7777 9.1
高齢者単身世帯 12.7 2222 7.9

■約6厎の勿ড়が介護が必要になっても住みຯれた
ঽ୧ृ地域での生活をൌ஦

（H22勿ড়匒厱৹匀中間報卪)

現 状 等現 状 等

平成23ফ২の取り組み
【【 地域ケア体制整備地域ケア体制整備 】】 【419,620千円 ⇒ 247,444千円】
●地域で要介護者等を支えるケア体制の整備

【19,549千円 ⇒17,273千円】
・要介護者高齢者に対するୢ௜と介護の連携強化
・地域包括ケアシステムづくりに向けた支援 等

●地域包括支援センターの機能強化
【2,914千円 ⇒4,864千円】

・職員の専門性向上を図るための研修の充実強化
●訪問看護支援事業

【2,777千円 ⇒3,952千円】
・訪問看護ステーションの運協ଵ৶ृ看護叒୒

向上、匏用യ勺のための研修ভの実施 等
緊急用ショートステイ体制づくり

【17,808千円 ⇒26,067千円】
・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ

●地域で要介護者等を支えるケア体制の整備
【19,549千円 ⇒17,273千円】

・要介護者高齢者に対するୢ௜と介護の連携強化
・地域包括ケアシステムづくりに向けた支援 等

●地域包括支援センターの機能強化
【2,914千円 ⇒4,864千円】

・職員の専門性向上を図るための研修の充実強化
●訪問看護支援事業

【2,777千円 ⇒3,952千円】
・訪問看護ステーションの運協ଵ৶ृ看護叒୒

向上、匏用യ勺のための研修ভの実施 等
緊急用ショートステイ体制づくり

【17,808千円 ⇒26,067千円】
・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ

≪地域包括ケアシステム
づくりに向けた支援≫

介護保険者が主体とな

地域包括ケア

高齢者のニーズ及び地域課題の把握

地域包括支援センター

地域課題の整৶

介護
保険

住ま
い

生活
支援 ୢ௜ 介護

予防

※地域ケア
会議

ਥਹཕ護 介護予防ケア
マネジメント

包括的・継続的ケ
アマネジメント

総合相談支援

地
域
包
括
支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

５５５５

定員数 順位 全国平均

施設計 354 14 319

特養 152 37 160

老健 93 43 121

療養型 109 1 38

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 84 8 52

“ 状 況 ”

●ୢ௜、介護関厂者৊厨の連携が
一部の地域にとどまっている。

●厪୧ୢ௜を叕う訪問看護ステー
ションの減少、事業所の規模が小
さく、24時間対応等の多様化す
るニーズへの対応が困難。

訪問看護ステーション数
H17 55ヵ所→ H22 43ヵ所

●緊急用ショートステイの匏用者
は、当঩ृ৐঩の匏用者ண匸が多
く、緊急時への対応が引き続き必
要と考えられる。

●H23ফ২介護௜ു୰床のఀ厙勡
଒が勘්৥。

≪これまでの取り組み≫
■厪୧で要介護者も匝ఔも勣升してථらचるல組
みづくり
○ୢ௜機関、施設と厪୧サービスの卲れ৯のない
提供がষえる体制整備等のためのୢ௜・介護関厂
機関の連携強化

○ୢ௜と介護のニーズを匛った高齢者の勣升で勣
৸な厪୧௜ുを支えるために匤要な訪問看護に関
する支援（匏用者ृ匝ఔ、訪問看護ステーション
等からの相談を受ける窓口の設置）
○厪୧生活の勣升の確保のため、介護者の急୰等
の緊急時に匏用參能なショートステイの確保
○H23ফফ২ଜの介護௜ു୰床のఀ厙に向けて、
入院患者の状態にふさわしい施設への転換ができ
るように相談等の支援

など

・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ
相談窓口の運用

中山間地域介護サービス確保対策
【45,862千円】

・事業者へ助成する市町村等への補助
●௜ു୰床の円ෟな転換支援

【376,572千円⇒149,426千円】

・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ
相談窓口の運用

中山間地域介護サービス確保対策
【45,862千円】

・事業者へ助成する市町村等への補助
●௜ു୰床の円ෟな転換支援

【376,572千円⇒149,426千円】

介護保険者が主体とな
り構築する “地域包括ケ
アシステム”について、
どうすれय卲れ৯ない
サービスが提供できるよ
うにできるのか協議でき
るような支援等を実施す
る。

これまでの取り組み、課題等 ５５５５新新新新

H22以前 H23 H24～

地域で要介護者等を支
えるケア体制の整備
地域包括支援センター
の機能強化
訪問看護の体制強化

緊急用ショートステイ
体制づくり
中山間地域介護サービ
ス確保対策
௜ു୰床の円ෟな転換
支援

今後の取り組み今後の取り組み

※地域ケア体制の整備、地域包括ケアシステムづくりへの支援等

※H22匼স事業、H2324ع国庫補助。H24ফ২にH25ফ২以ఋの対応協議

※H23ফ২にH24ফ২以ఋの対応協議
22ফ8াع 17床で事業開始

※今後の動向を注視（情報収集等の実施）

予防プランの簡素化
リーダー研修等の実施

相談窓口の設置 匏用യ勺のための研修ভ実施

研修の充実強化
予防プラン簡素化の普及啓発
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【【地域包括支援センター機能強化事業地域包括支援センター機能強化事業】】 4,8644,864千円千円
○地域包括支援センター職員スキルアップ推進事業○地域包括支援センター職員スキルアップ推進事業
（内容）地域包括支援センター職員研修企画会議（仮称）を設置し、職員に対する研修

を体系化し、複合的な課題への対応等、より専門的で効果的な研修を実施する。
◇◇地域包括支援センター職員研修企画運営会議 581千円

◇◇地域包括支援センター職員研修（初任・指導者） 567千円
◇◇地域包括ケアマネジメントリーダー養成研修 532千円
◇◇介護予防支援従事者研修 147千円
◇高齢者権利擁護に関する研修 ＊再掲（認知症高齢者支援事業で実施）

○地域包括ケア推進事業○地域包括ケア推進事業 3,0373,037千円千円
（内容）先進的な取組みをしている自治体（埼玉県和光市）職員を講師に招き、

地域包括支援センターが担うコーディネート機能についての具体的なケース
検討のプロセスを実践し、活動の課題と解決方法を学ぶ実践研修を実施

※平成23ফ২म压ব市にउऐる取組を予৒。また、福祉保健所職員の厴加により厰෠域
毎の事業展開を図る。さらに、公開講座や報告会を開催し、他市町村への情報提供も

○高齢者人口、要支援者数の増加に伴い、介護予防支
援業務が増加し、包括的・継続的ケアマネジメント
業務に十分専挡できない。
・プラン作成件数

（H18）5,235件 → （H20）6,370件
⇒（H22）介護予防支援業務簡素化マニュアル作成

※煩雑な事務手続きの簡素化やプラン作成のポ
イントをマニュアルとして作成

଻શのアセスメント・事୻ਫ਼ୈはৰ઱औれているが、地域ٷ
のアセスメントやケアマネへの指導・助言が十分出来てい
ない。

◆成ফ৏ৄ勧২の活用や൑挚事捁への支援等をষう勻匏ཕ護
業務の取組が十分出来ていない。

○地域包括支援センター運営状況調査では、主任介護
支援௧୅৩ಉの௧୅૙ન৳が൑୔、૙৩のৡ୤ਂଌ
が多くあげられている。
⇒（Ｈ22）地域包括ケアマネジメントリーダー養成研修

঩ম一の௏೨শํ県तऎり 高齢者福祉課地域包括支援センターの機能強化

平成23ফ২の取り組み
○介護予防支援業務の簡素化し、
地域包括支援センターが本来業務
を発揮できるような支援が必要。

◆介護予防支援業務簡素化マニュア
ルを活用し、業務の簡素化及び効
厾化

◆地域包括支援センター職員の専門
性の向上を図るために、研修の充
実強化

◆地域包括支援センターが、地域包
括ケアの中核機関としてコーディ
ネート機能を発揮出来るよう具体
的な取組を通じた支援

○介護予防支援業務の簡素化し、
地域包括支援センターが本来業務
を発揮できるような支援が必要。

◆介護予防支援業務簡素化マニュア
ルを活用し、業務の簡素化及び効
厾化

◆地域包括支援センター職員の専門
性の向上を図るために、研修の充
実強化

◆地域包括支援センターが、地域包
括ケアの中核機関としてコーディ
ネート機能を発揮出来るよう具体
的な取組を通じた支援

課 題現 状
【予算額】H22当初 2,914千円 →  H23当初案 4,864千円

新新新新

５５５５

新新新新

新新新新

新新新新

毎の事業展開を図る。さらに、公開講座や報告会を開催し、他市町村への情報提供も
ষう。

医師会

社会福祉士会

看護協会 介護支援専門員
連絡協議会

高知県社会福祉協議会

ワーキンググループ

地域包括・福祉保健所

事務局（県）連携

地域包括支援センター職員研修
企画会議（仮称）

◆地域包括支援センターに対する研修が体系化されていない。

が多くあげられている。
⇒（Ｈ22）地域包括ケアマネジメントリーダー養成研修
◆地域包括支援センターがコーディネート機能を十分発揮
出来ていない。

◆地域包括支援センターに対する研修が体系化されていない。

Ｈ22 H23 H24～

人
材
育
成

地域包括支援センター職員
研修 関係機関連絡協議会

☆介護予防支援業務
簡素化への支援

☆地域包括ケアマネ
リーダー養成研修

連絡協議会の設置連絡協議会の設置 機能発揮のための機能発揮のための
研修の実施研修の実施

高齢者勻匏ཕ護等推進事業
☆高齢者勻匏ཕ護等
推進事業（県社協
への委託）

機
能
強
化

地域包括ケア推進事業

計画の中で役割・機能の計画の中で役割・機能の
明確化明確化

的な取組を通じた支援的な取組を通じた支援

今後の取り組み

१ॖॡル॑଑োखؚిજでڶڸڹۅ
計画的な職員研修の実施

中央東圏域での

→県下への普及

中央東圏域での
実践

→県下への普及
県下全域での県下全域での

実践

一体的な企画・検討一体的な企画・検討

高齢者
（支援を必要とする人） 地域サービス資源

介護
保険

住まい

生活
支援

医探

介護
予防

地
域
包
括
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

地域包括支援センター

勻匏ཕ護

包括的・継続的ケ
アマネジメント

介護予防ケア
マネジメント

総合相談支援

地
域
ケ
ア
会
議

関
係
機
関
（
弁
護
士
会
等）

ステージ１
・個別→地域アセスメント
・専門性からのྍ掊能ৡ
・合勪捊成能ৡ

ステージ２
・会議での進ষ拻৶能ৡ
（効果的なOJT）
・勧২৑৹拪能ৡ

ステージ３
・地域ニーズや社会資源の
評価改善開発

・地域ニーズ把握から地域
の勧২拧ണ

○介護予防支援
従事者研修

○初任職員研修

○地域包括ケアマネ
ジメントリーダー
養成研修

○指導者研修
（センターশ等）

研修の体系化عスキルアップスॸー४ع

72



঩ম঳の௏೨শํ਩づくり 高齢者福祉課緊急用ショートステイ体制づくりの推進

現 状
【予算額】H22当初 17,808千円 →  H23当初案 26,067千円

◆介護者の急病等により、ਹ用しञくても、௥床等により受入れが
困難な状況にある。

◆൤஺ਹ用している施設が௥౬टと૚施設へ空ऌ状況を確ੳしない
といけない。

これまでの取り組み、状況等

■緊急用ショートステイベッドの確保、運用
H22.8.1ع
્શു護ഠ人঍ー঒ 17床（14施設）

■緊急ショートステイ相談窓口の設置
H22.10.1ع
社会福祉法人秋桜会（્શു護ഠ人঍ー঒॥スঔスの౔৔）

nこれまでのਹ用状況 (8月10ع月)”

運用上の課題運用上の課題運用上の課題運用上の課題

【 緊急受入れ等 (H21.12া実施৹ਪ（્શു護ഠ人঍ー঒への৹ਪ) 】

305 149149149149

88 28.9% 38383838 25.5%

10 11.4% 2222 5.3%

緊急受入人数 断った件数

件数

利用日当日

利用日当日のうち夜間

介護者の

虐待（措置に

あたらない）
4% (1)

その他

19% (5)

緊急用ショートステイを利用した理由緊急用ショートステイを利用した理由緊急用ショートステイを利用した理由緊急用ショートステイを利用した理由

◆介護者の急病等により
ਹ用するॣースが多い。

3  मるの଄ཅ荘 （高知市） 1床
4  ഻टまりの౔ （南国市） 1床
5  香南赤岡苑 （香南市） 1床
6  トキワ苑 （土佐町） 1床
7  あがわ荘 （仁淀川町） 1床
8  春日荘 （佐川町） 1床
9  ॥スঔスの౔ （日高村） 1床

11  梼原ふじの家 （梼原町） 1床
12  千寿園 （宿毛市） 1床
13  しおさい （土佐清水市） 1床
14  かしま荘 （హດ町） 1床

中央ਧ

緊急用ショートステイベッド
（安芸市）
（高知市）

（須崎市）

安芸圏域

高幡圏域

幡多圏域

中央東
中
央
圏
域

高知市

 ழ૴荘 2床
2床

2床10  清૴荘

2  やすらぎの家
1

ਹ用者ਯ ਹ用日ਯ
安芸圏域 2床 3 15
中央圏域 9床 19 114

高知市 （3床） 12 71

ਹ用者ਯ؞日ਯ

◆緊急用ショートステイベッドの運用の工夫や೜୧介護੍ର事
業ਚ等へのਹ用方法のગ周知。

今後の取り組み（H23ফ২كع
① 夜間等の受入れ対応をしてもらえるよう施設との協議を実施（継続）
② 運用方法の੝ఒ৏のਹ用状況を౷まえ、ਹ用要੯等のગਫ਼ୈ
③ ೜୧介護੍ର事業ਚ等への事業の周知（継続）

急病や事故
54% (14)

葬祭等

12% (3)

一人暮らしで

居宅生活困難

12% (3)

ਹ用するॣースが多い。

５５５５

①緊急ショートステイ相談窓口の運用
8,652千円 → 7,233千円

●緊急用ショートステイ等の空床施設の紹介等
をষう窓口の運੾（਩৔ڭধਚ）（਩੻౏）

②緊急用ショートステイベッドの確保事業
9,156千円 → 18,834千円

●緊急用として્શു護ഠ人঍ー঒のショートステ
イベッドを17床確保

(介護保険者（市町村等）で構成する協議会への補助)

【【 緊急用ショートステイ体制づくり推進費緊急用ショートステイ体制づくり推進費 】】
17,80817,808千円千円 → → 26,06726,067千円千円

中央
９床

安芸
２床

高幡
３床

幡多
３床

相談窓口

৐日のਹ用申込が多く、緊急にਹ؞ਹ用日のਊ日ٲ
用が必要なॣースがৄられるऒとから、ਬऌ続ऌ、
取り組む必要がある。

ਠ૔のとऒौ、ਹ用が૘ない状況であるञी、さٲ
らに周知を図るとともに、運用方法の工夫等が必要。

ਬऌ続ऌ、૔୧েણの安ੱの確保に取り組ाますآ

平成23ফ২の取り組み

高知市 （3床） 12 71
中央東 （3床） 4 25
中央ਧ （3床） 3 18

高幡圏域 3床 4 25
幡多圏域 3床 0 0

17床 26 154
ਹ用者のકਚでढ़क़থトپ
計

◆ਹ用者26人中、16人
がਊ日఺ल৐日のਹ
用申込。
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎॉ 高齢者福祉課中山間地域介護サービス確保対策

平成23ফ২の਄ॉੌा

現 状 等
【予算額】H23当初案45,862千円

高知県の多くを占める中山間地域では、多
捞な介護ॽー६がありながら、匏用者が点
在しており訪問等の捓厾が捰く、在挭介護
事業者の参入が進んでいない。

中山間地域の現状把握のための調査を実施。（H22.69ع）
調査内容：訪問、通所サービスの提供状況、課題

サービス提供に係る収支の状況
介護職員の雇用状況

調査方法：中山間地域の7市町村の訪問介護6事業所、通所
介護8事業所にアンケート、ヒアリング等を実施

赤字
経
費

課 題

事業者が遠෱掤の匏用者のॽー६に応गた
サービスを提供すると共に、特に過疎化が
進んだ地域でも採算が取れる支援策が必要。

・遠෱掤のサービス提供は赤字が大きい。
・このままの状況では、現在、事業者が
叄৶をしながらでも、挬とか提供してい
る介護サービスが提供されなくなり、住
ाຯれた地域での在挭生活が೐匛できな
くなる恐れがある。

新新新新 ５５５５ 【【中山間地域介護サービス確保対策中山間地域介護サービス確保対策】】

約20分（訪問介護）
40分（通所介護）ع30

サービス1回当り移動時間ごとの平均収支状況

●事業所から20分以上の訪問、30分40ع分以上の送迎
の場合は赤字

●採算はడしいが、事業者が叄৶をしながらなんとか全
域にサービスを提供している。

●遠隔地の訪問介護の生活援助は採算がとれず、サービ

サービス提供の状況と介護事業者等の声

介護サービスの提供状況と事業収支の実態
その結果

した事業者へ、市町村が助成した場合に補助。

●中山間地域介護サービス確保対策事業費
（45,862千円）

⋇特別地域加算対象地域の遠෱掤（ൺ匠20
分以遠）の居住者に対し介護サービスを提供
した事業者へ、市町村が助成した場合に補助。
⋈特に匏用者が少ない地域は、20分未満で
も補助。

黒字
介護報酬経

費

経
費

通常地域の訪問所要時間
中山間地域における訪問所要時間

提供回数 事業者数
2未満 1

3未満ع2 3
4未満ع3 2
5.26 県平均

提供回数 事業者数
1.5未満ع1 2
2未満ع1.5 2

2.5ع2 4
2.86 県平均

（
通
所
介
護

全
8
事
業
者
）

（
訪
問
介
護

全
6
事
業
者
）

匏用者1人1週間当りのサービス平均提供回数

同規模事業者の職員の状況との比較

常勤૨岶全国平均を上回
る事業者数

常勤1যਊ峴ਹ用回数岶
全国平均を上回る事業者

訪問介護 6のうち5事業者 6のうち3事業者

通所介護 8のうち7事業者 8のうち6事業者

常ඐ厾及び常ඐ1人当り匏用回数
●介護人౫が勘拒し、特にঃート職員は応൳がऺとんど
ないため、職員の常ඐ厾が全ব平均ेり高く、人件費の
合৶化が困難。

●全体としては訪問先が点在し、移動に時間がかかり、
件数をこなすことができない。（訪問介護・通所介護）

●通所介護は、経営の採算性確保の面から基準ぎりぎり
の職員数で対応しており、職員負担が大きい。

●介護職員ঽ体も高ೡ化し拊ুが勘拒している。

新新新新 ５５５５ 【【中山間地域介護サービス確保対策中山間地域介護サービス確保対策】】●遠隔地の訪問介護の生活援助は採算がとれず、サービ
ス提供を制限することがある。

（1時間未満の身体介護4,620円、生活援助2,630円）
●現状のままでは、現在ষॎれている介護サービスの提
供が困難になる恐れがある。

●遠隔地に少数の匏用者が点在しているため、捓厾が捰
く、サービス提供回数が少なくなっている。

●遠隔地では、匏用ൌ捬໫঩どおりのサービス提供が困
難。（訪問介護・訪問看護・通所介護・通所リハ）

●地域に事業所がなく、地域勭の事業所は遠෱掤のため
サービス提供をষってくれない。

（訪問リハ・訪問入浴・訪問看護・通所リハ）
※ 県平均値は国保連データから引用

※ 全国値は、平成20ফ介護事業৽੾ৰଙ৹ਪ結果（ௐেௌ௮੄ഠ௏ଂ）から引用

෱掤

経
費 ２０分

未満

20分以
上

介
護
報
酬

黒字

1時間
以上

赤字

①①①①

෱掤

経
費 ２０分

未満
20分以
上

介
護
報
酬

1時間
以上

②②②②

助成(a+b)a b

a b c 助成(a+b+c)

赤字
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎॉ 高齢者福祉課中山間地域介護サービス確保対策

訪問先

訪問先中山間地域

送迎

県
内
ど
こ
で
も
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
が

【内容】

【補助૨】
県 1／2 市町村1／2

【対象事業の要件】
特別地域加算対象地域内の要介護者等に訪問介護サービス等を提供した場合

「中山間地域介護サービス確保対策」にेる助成制২の創設

効効効効

こんな遠くま
で来てくれて
ありがとう中山間地域のなかでも、採算

性がడしい地域の匏用者に対し
てষった訪問介護ृ通所介護な
どのサービス提供に対し、訪問
及び送迎の費用の一部を市町村
が助成した場合に補助する。

サービス1回当り平均収支に係る、移動時間ごと
の赤字の発生状況（調査事業者数ベース）

1時間以上の遠方
へのサービスには、
さらに上乗せ助成

経営挳挌がడしい地域の捁（市町村調査医卵）

10分
未満

10～
20分

20～
30分

30～
40分

40～
50分

50～
60分

60分
以上

訪問
介護

提供事業者数 6 6 6 6 6 2 1

赤字事業者数 1 4 6 6 6 2 1

通所
介護

提供事業者数 8 8 8 8 5 1 ―

赤字事業者数 1 1 2 3 4 1 ―

事業所

な
サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
ま
す

【補助額】
・事業所から訪問・送迎に20分以上の場合 介護報酬（基本部分）の15％
・事業所から訪問・送迎に1時間以上の場合 介護報酬（基本部分）の35％
・特に過疎化が進ा匏用者が少ない地域におऐる小規模事業所

訪問・送迎が20分未満の場合 介護報酬（基本部分）の10％
※助成厀の捁 身体介護（30分以上1時間未満）：15％ 600円、35％ 1,400円

通所介護（通常規模で4時間以上6時間未満で要介護3）：
15％ 1,000円 35％ 2,340円

※訪問・送迎に要する時間は、通常の経挢及び方法にेり要する時間
※小規模事業者の要件 1月あたりのサービス提供回数が200回未満の事業者

（介護報酬の「中山間地域の小規模事業所加算」の小規模事業所の要件）

【補助対象介護サービス】
訪問介護、訪問入浴、訪問看護、訪問リハビリ、通所介護、通所リハビリ

【事業の必要性及び効果】
○移動時間等のঢ়係で提供が限られていた本来必要な在挭サービスがౄ実
○採算性から地域になかった在挭サービスの提供
○事業者の収支の匳ఒにेりサービス提供が೐匛されることにेる在挭生活のಲ勸

果果果果
20分以上の遠方
へのサービスに助成

特に過疎化が進み
利用者が少ない地
域では近距離でも
助成
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高知県高齢者保健福祉計画及び第４期介護保険事業支援計画の着実な推進

現現現現 状状状状 課課課課 題題題題

施 設 別
整備数

（H22年3月末）
要介護２以上千人当た

り定員(H19年調査）

特別養護老人ホーム ３，４３６床 全国 ３５位

介護老人保健施設 ２，１３２床 全国 ４４位

介護療養型医療施設 ２，４６１床 全国 １位

【予算額】 Ｈ２２当初1,040,702千円 → Ｈ２３当初案1,170,025千円

対対対対 策策策策

●バランスの取れた施設
整備

◇個人個人の状態に相応し
い施設サービスの提供

◇地域の実情に応じた施設
整備

●施設の居住環境の
向上

◇個室・ユニット化の

●県内の介護３施設の整備状況

介護療養型医療施設が全国一の反面、他の２

施設は全国で下位と、アンバランスな状況

●特養入所待機者の
解消●県内特別養護老人ホームの入所待機者

H21.11月末で、２，６３７人（うち在宅４７２人）

◆◆◆◆介護基盤緊急整備事業介護基盤緊急整備事業介護基盤緊急整備事業介護基盤緊急整備事業
（（（（943,250943,250943,250943,250 → → → → 1,002,0001,002,0001,002,0001,002,000千円）千円）千円）千円）

種 類
21・22年度整備実績 23年度整備計画

箇 所 定 員 箇 所 定 員

小規模特別養護
老人ホーム（29人以下）

1 29 1 29

小規模ケアハウス 1 29 1 29

認知症グループホーム 10 108 2 27

小規模多機能型施設 2ヶ所 20ヶ所

介護予防拠点施設 2ヶ所 -

認知症対応
デイサービス

- 11ヶ所

঩ম঳भ௏೨শํ਩तऎॉ 高齢者福祉課介護サービスの充実・確保

都道府県名 整備率 全国順位

鳥取県 ６２．２％ １位

高知県 ９．６％ ４７位

◇個室・ユニット化の
推進

◇スプリンクラー等
防火安全設備の整備●個室・ユニット型特養の整備状況（平成21年度）

●介護コストへのはね返り
◇介護サービス受給者一人当たりサービス費
(平成21年3月介護給付費実態調査)

◇第４期介護保険料 4,388円（全国15位）

在宅でも施設でも、状態に応じた質の高いサービスが受けられます。

参考

認知症ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ １，９９１床 全国１０位

全体 205.4千円 ( 全国 1 位 181.2千円 )
居宅 115.4千円 ( 全国19位 113.9千円 )
施設 313.3千円 ( 全国 1 位 286.9千円 )

◆◆◆◆介護保険施設等介護保険施設等介護保険施設等介護保険施設等スプリンクラースプリンクラースプリンクラースプリンクラー整備事業整備事業整備事業整備事業

（（（（97,45297,45297,45297,452千円千円千円千円 → → → → 43,44343,44343,44343,443千円）千円）千円）千円）

◆既設の認知症グループホーム
のスプリンクラー等防火安全
設備の整備に助成

新新新新◆◆◆◆認知症認知症認知症認知症グループホームスプリンクラーグループホームスプリンクラーグループホームスプリンクラーグループホームスプリンクラー等整備事業等整備事業等整備事業等整備事業
（（（（124,582124,582124,582124,582千円）千円）千円）千円）

◆消防法改正により設置義務
のある介護保険施設等の
スプリンクラー整備に助成

スプリンクラー 24施設
自動火災報知設備 17施設
消防機関通報設備 9施設

※延べ数

4444期計画期計画期計画期計画のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

種 類 計画(床) 実績(床)

広域型特養 320 80

小規模特養
（29床以下）

58 29

認知症グ
ループホーム

306 198

地域密着型
特定施設

218 87

計 902 394

デイサービス
- 11ヶ所

小規模多機能型施設 8施設
有料老人ホーム 3施設
老人保健施設 1施設

※22年度末実績

76



日本঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課福祉・介護人材の確保対策

平成23ফ২の取り組み現 状
【予算額】H22当初1,676,229千円 →  H23当初案 1,923,327千円

全産業 福祉関係 介護関係

高知県 ０．５４（０．４０） １．３３（１．５３） １．０８（１．４７）

全 国 ０．５４（０．４２） － －

■有効求人倍率（平成２２年８月現在）

Ｈ２１ Ｈ２２

県内介護福祉士養成校１年生の定員充足状況（３校計）

※カッコ内は平成２１年８月 【【介護職員処遇改善対策事業介護職員処遇改善対策事業】】1,413,239千円→1,488,370千円（障害：290,000千円)
●介護職員の൛স改善(月額１.５万円相当）に取り組む事業所への助成

（H22ফ২म、介護サービス546事業所＋障害福祉サービス238事業所）

【【福祉・介護の仕事広報事業福祉・介護の仕事広報事業】】 25,944千円→ 38,295千円
○こうち介護の日2011開催事業等(19,695千円）

○福祉・介護広報番組制作放送事業(18,000千円）
○介護福祉士等養成施設体験入学推進事業(600千円）

養成施設が実施する体験入学への支援

【【キャリア形成訪問指導事業キャリア形成訪問指導事業】】 6,354千円→ 4,408千円
●養成校の教員等が事業所を訪問し、資質向上のための研修の実施

【【重点分野雇用創造介護職員等養成支援事業重点分野雇用創造介護職員等養成支援事業】】44,926千円→74,244千円
●職員に外部研修を受講させる場合等の、代替職員の派遣

多
様

資
質
向
上

普
及
啓
発

■今後の介護ニーズの増大に伴い、質の高い人
材の安定的な確保が重要な課題

■これまでの取り組み等により、人手不足の改
善や養成校への入学者の増加など、一定の効
果が現れている。

新新新新

■介護福祉士養成校の定員割れ 就職や進学を
৯੐す଄い
人材の育成

メディアを
ਹ৷して介
護のྟৡを
ＰＲ

職員の介
護技術の
向上

課 題

ফ২に੦স॑ણ用खथگڮعڭڮ
集中的に実施
ফ২に੦স॑ણ用खथگڮعڭڮ
集中的に実施

人材確保に向けた取り組み

５０．０％（定員１６０人） ６４．４％（定員１６０人）

※介護雇用プログラムによる入学者を除く

【【障害者就労・キャリアアップ支援事業障害者就労・キャリアアップ支援事業】】4,356千円→6,534千円
●障害者の福祉・介護分野への就労及び介護職員のキャリアアップのための研修の実施

【【複数事業所連携事業複数事業所連携事業】】 7,215千円→9,297千円
●ളਯの৵ૠெ事業所がુ৊でষう求人ણ৿や研修等の支援

【【ਤଡ଼৭උ৾ে支援事業ਤଡ଼৭උ৾ে支援事業】】 11,100千円→ 11,100千円
●養成校の専門員による、ৈ校ে等への福祉・介護の仕事のྟৡをງ介

【【福祉・介護人材マッチング支援事業福祉・介護人材マッチング支援事業】】 12,754千円→ 11,785千円
●キャリア支援専門員による求職者と事業所のマッチング

【【職場体験事業職場体験事業】】 2,664千円→3,404千円
●就職ൌ஦者への職場体験のਃভ઀୹による、円ෟな人材の参入促進

【【緊急雇用創出介護資格取得支援事業緊急雇用創出介護資格取得支援事業】】 145,797千円→ 269,010千円
●事業所で௮ऌながら、介護福祉士の資તを取੭（௞職ଷ業者等97名）

【【外国人介護福祉士候補者日本語習得支援事業外国人介護福祉士候補者日本語習得支援事業】 1,880千円→ 1,880千円
●外ব人介護福祉士౜ଓ者を౻৷した事業者がষう日মୁ研修の支援

【【中山間地域ヘルパー養成研修事業中山間地域ヘルパー養成研修事業】 5,000千円
●中山間地域の市町村が実施するヘルパー養成研修への支援

多
様
な
人
材
の
確
保
の
た
め
の
支
援

新新新新

• 福祉・介護の仕事に関する
普及啓発
• 介護職員の資質向上
• 多様な人材の参入促進
• 介護職員の処遇改善及び
事業所の支援

５５５５

採用率
（Ｈ２１年）

離職率
（Ｈ２１年）

全産業の離職率
（Ｈ２１年）

高知県 ２０．２％ １３．３％ －

全 国 ２５．２％ １７．０％ １４．６％

■介護職員の採用率・離職率

人材の育成

人材ਂଌにฎむ
中山間地域での

ヘルパー養成研修

いつまでも、
安心して暮
らしていく
ため・・・
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課地域における認知症の人と家族への支援

��高齢৲のਤষपൣःؚ今後認知症高齢者の૶ౕऩੜਸが高齢৲のਤষपൣःؚ今後認知症高齢者の૶ౕऩੜਸが
が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。

【【【【要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）】】】】

(高知県） Ｈ21 22,500人⇒ Ｈ27 27,100人
【【【【知識の普及・啓発、人材育成知識の普及・啓発、人材育成知識の普及・啓発、人材育成知識の普及・啓発、人材育成】】】】

【予算額】H22当初 34,099千円 →  H23当初案 39,289千円

�認知症に関する正しい知௙の普及

�認知症についての相談窓口(コールセンター）の
広報、啓発૔୧द介護॑する家族に対するిજ
な支援

�認知症介護従事者やかかりつけ医、サポーター等
が連携した認知症高齢者や家族への支援体制の
構築

�認知症の早期診断、早期対応（サポート医・かか
りつけ医、認知症知症ႈ೩医௜センター、地域ෆ
括支援センターの連携推進）

�高齢者ྦୄଆૃなन権ਹཕ護の取り組みの推進

課 題

【【認知症प関するਫしः知௙の൤఺؞ཟ৅認知症प関するਫしः知௙の൤఺؞ཟ৅】】
●キャラバン・メイト養成研修事業 1,038千円�969千円

福祉保健所単位でキャラバン・メイト養成研修を実施福祉保健所単位でキャラバン・メイト養成研修を実施
●認知症の人にやさしい企業支援事業 579千円�514千円

企業や商店を対象に認知症サポーター養成研修を実施企業や商店を対象に認知症サポーター養成研修を実施
認知症対策啓発事業認知症対策啓発事業 3,2083,208千円千円
ＴＶによる正しい知識の普及ＴＶによる正しい知識の普及啓発とコールセンター啓発とコールセンターの広報の広報

【【ஂ૧者への支援धৼ୥体制のનয়ஂ૧者への支援धৼ୥体制のનয়】】
●認知症電話相談事業 2,437千円�2,477千円

コールセンターにおける相談支援の実施コールセンターにおける相談支援の実施

【【認知症高齢者や家族への支援体制の構築認知症高齢者や家族への支援体制の構築】】
●認知症地域支援体制構築モデル事業6,597千円�6,309千円

平成23ফ২の取り組み現 状

今後の取り組み

新新新新ＨＨＨＨ21.321.321.321.3月末月末月末月末 H22.3H22.3H22.3H22.3月末月末月末月末

キャラバン・メイト数 高知県 383人 720人

全国 29,492人 42,320人

サポーター養成数 高知県 4,734人 10,255人

全国 834,071人 1,511,554人

総人口に占める
《ﾒｲﾄ＋ｻﾎﾟｰﾀｰ》
の割合

高知県
0.653%

（全国27位）
1.400%

（全国21位）

全国 0.680% 1.225%

認知症かかりつけ

◇◇◇◇企業・団体のサポーター養成数
＊県の「認知症の人にやさしい企業支援事業」による養成

Ｈ21.9月末 424人 ⇒ Ｈ22.9月末 1,247人
【【【【コールセンター相談件数コールセンター相談件数コールセンター相談件数コールセンター相談件数】】】】

Ｈ21 325件 ⇒ Ｈ22.9月末 162件
【【【【高齢者虐待の件数高齢者虐待の件数高齢者虐待の件数高齢者虐待の件数】】】】

��認知症の人ध家族を৉ୠद支इるたीؚ৉ୠકড়や認知症の人ध家族を৉ୠद支इるたीؚ৉ୠકড়や
関係機関が連携した支援体制を構築する必要がある。関係機関が連携した支援体制を構築する必要がある。

●認知症地域支援体制構築モデル事業6,597千円�6,309千円
地域住民、関係機関が連携した支援体制を構築地域住民、関係機関が連携した支援体制を構築

●認知症高齢者૔୧介護支援事業 759千円�839千円
在宅介護を行う家族を対象にした研修や交流会等在宅介護を行う家族を対象にした研修や交流会等

●認知症ႈ೩医௜センターのਝ઼（P27参照）
認知症疾患に関する周辺症状や身体合併症への治療、相談認知症疾患に関する周辺症状や身体合併症への治療、相談

を実施し、地域における認知症疾患の保健医療水準を図るを実施し、地域における認知症疾患の保健医療水準を図る

【【認知症高齢者を支援する人材の育成認知症高齢者を支援する人材の育成】】
●認知症地域医௜支援事業 618千円�1,061千円

かかりつけ医及びサポート医養成研修等の実施かかりつけ医及びサポート医養成研修等の実施
認知症介護実践者養成研修事業 6,547千円�6,309千円
施設の認知症介護従事者等への実践研修等の実施施設の認知症介護従事者等への実践研修等の実施

認知症の৶ੰと家族支援५キル॔ॵউ研修事業 1,974千円
在宅で家族を支える介護サービス事業所職員等に対し、在宅で家族を支える介護サービス事業所職員等に対し、

家族の悩みやストレスに未然に気づき支援するための家族の悩みやストレスに未然に気づき支援するための
技術を身につける研修の実施技術を身につける研修の実施

ຓఐ医ప対଴認知症対応ৡ਱঱研修事業 749千円
歯科医師を対象とした認知症対応力向上の研修歯科医師を対象とした認知症対応力向上の研修

【【高齢者ྦୄଆૃಉਥਹཕ૧の取組の௓ਤ高齢者ྦୄଆૃಉਥਹཕ૧の取組の௓ਤ】】
高齢者権ਹཕ護等推進事業 15,524千円�15,400千円
権利擁護のための相談窓口の設置、研修の実施権利擁護のための相談窓口の設置、研修の実施

新新新新

新新新新

～
Ｈ20

H21 Ｈ22 H23
H24

～

認知症に
関する正
しい知௙
の普及

相談窓口
の広報啓
発

支援体制
の構築

人材の
育成

高齢者権
ਹཕ護の
取り組み
の推進

今後の取り組み

キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成

企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成

コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置

積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動

地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築

かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修

家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上
歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修

相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施

虐待者虐待者虐待者虐待者 養護者養護者養護者養護者 施設従事者施設従事者施設従事者施設従事者

年度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２０ Ｈ２１

高知県 １１２ １１８ ５ ２

全 国 14,889 15,615 ７０ ７６

（H20～）

（H17～）

認知症かかりつけ
医研修修了者

高知県 338人 469人

認知症サポート医
研修修了者

高知県 10人 12人

（H20～）

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

モデル
事業実施
市町村

高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町

四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町

安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市
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【【ੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターઈ੾੻౏મੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターઈ੾੻౏મ】】 0千円 → 5,542千円
●県中央部の精神科病院を認知症疾患医௜センターに指定खथ、事業を੻౏

＜事業内容＞
●௧୅ୢ௜ৼ୥ਗ਼ਵのਝ઼

専任の職員が、本人、家族等からの認知症に関する様々な相談に応じます。
●鑑別診断とそれに基づく初期対応

認知症疾患に関するੂ期൧૵、༓શ൧૵をষः੘௜্ଉをৠ定ख、૑ਏに応じथো院
੔のງ介をষःます。

●周辺症状、身体合併症への急性期対応
周辺症状・身体合併症のੂ期൧૵・੘௜をষうधુに、連携する病院दのਭけোो৹
ତをষःます。

●৳௏医௜関બ者等への認知症に関する研修会の開催
●地域の৳௏医௜関બ者、ૣක関બ者、介護関બ者等からੌ௶औोञ協議会の開催

現 状

628
596

637

708 709 725

782
809

143

244

313
285

202 222
244

21,026
21,845

22,500
23,208

23,892
24,471

25,074
25,629

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

推計

精神科病院入院

高知県の認知症患者数の推移 （人）

通院
（自立支
援医療）

ੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターઈ੾事業 ঩ম঳の健೨শํ਩づくり 障害保健福祉課

平成23ফ২の取り組み
新新新新

【予算額】H22当初 ０千円 →  H23当初案 5,542千円

課 題課 題 認知症に関する医௜ध介護の連携体਑(イメージ）

ੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターق地域型ك
県中央部の精神科病院を指定

・介護へのつなぎ
・情報提供

地域包括支援センター

内科医等
「かかりつけ医」

・地域のかかりつけ医や認知症コールセンターなどか
らつなए認知症の専୅医௜ਃ関がなः

・認知症の周辺症状や急性期の身体合併症を伴う患者
にৌ応दऌる医௜ਃ関がਂଌ

・地域にउःथిજな医௜や介護が઀୹औोるेう、
医௜ध介護が連携खञ支援体਑のଡണが૑ਏ

認知症疾患患者
家族など

新たに認知症連携担当者を
配置
【業務内容】

・認知症疾患医療センターと
の連絡・相談等

・専門医療機関へのつなぎ
・情報提供

課 題

サポート医※

認知症
コールセンター

他の地域包括支
援センター

今後の取り組み今後の取り組み
H23 H24 H25 H26ع

地域型認知症疾患医௜センター設置قৈ知৘内）

基幹型認知症疾患医௜センター設置 ※認知症の人の診察に習熟し、かかりつけ医へ
の助言その他支援を行い、専門医療機関や地
域包括支援センター等との連携の推進役他の圏域への地域型設置の検討

介護サービス
事業者

《相談・支援》

《連携》

《連携》《連携》

《相談・支援》

認知症に関する医௜ध介護の連携体਑(イメージ）

《連携》
《相談・支援》 《ਹ৷》

《相談・支援》

《専୅医௜のਹ৷》

《ਹ৷》

《相談・支援》
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